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方よし」の、特に「世間よし」をクローズアップして、この「世間」には英語の社会（society）と同

じ意味があるわけではなく、広い概念ではない。その「世間」とは比較的狭いグループ内での排他的

な関係であり、仲間内での共存共栄を指すと理解されるのであって、「三方よし」におけるステイクホ

ルダーの概念は限定的であるとしている。今日の企業に求められる CSRとは個々の商人が商取引を行

う際に求められる倫理観を超えたものがあるのであり、日本が伝統的に「三方よし」の関係を重視し

ていたからステイクホルダー指向の経営がなされたとはいえない。戦後形成された企業社会の構造を

考えることが重要であるとしながら、現代の企業経営に「三方よし」がどのように生きているのか、

あるいは生きていないのかについて、また現代の CSRと伝統的な「三方よし」はどう違うのかといっ

た議論が必要であるとしている。

　一方、「三方よし」を書誌学的に考察した宇佐美英機氏（滋賀大学教授）の「近江商人研究と『三方

よし』論」（『滋賀大学経済学部附属史料館研究紀要』第 48号、2015年）は、「三方よし」に関する一

般的な理解がかなりあやしげなものであることを教えてくれる論稿である。「三方よし」を近江商人の

経営理念であるとする議論を最初に唱えたのは滋賀大学教授であった小倉榮一郎氏（故人）であるが、

それは同氏が 1988年に刊行した著『近江商人の経営』（サンブライト出版）においてであった。小倉

氏が著書で引用史料部分に「三方よし」と示したことによって、あたかも「家訓」にこの言葉が記さ

れているかのような誤解を読者に与えたのではないかと宇佐美氏はいう。また小倉榮一郎氏は上述の

著書を 1988年に刊行した後、1991年にかけて年 1冊のペースで近江商人に関する著書を刊行したが、

小倉氏の「三方よし」論が年次を追って変容したことも宇佐美氏は指摘している。そもそも「三方よ

し」などという言葉を近江商人が口にしたり書にしたためたわけではない。「売り手よし、買い手よ

し、世間よし」「三方よし」という文言は近江商人の家訓類のどこにも記されていないのだが、現在の

伊藤忠商事の創業者として知られる初代伊藤忠兵衛が明治 20年代頃に語った内容の中に「売り・買

い・世」という語を見出した小倉榮一郎氏が「世間よし」を造語したと宇佐美氏は推測する。また「三

方よし」という表現は、戦前期に活躍したモラロジー経済学の創始者廣池千九郎によって唱えられた

ものであったという。さらに中村治兵衛家の書置を「三方よし」の原典とすることを疑問視している。

宇佐美英機氏は安直な「三方よし」の使用を戒めつつ、すべての近江商人が「三方よし」的な経営を

実践したかのようにとらえることは間違いだというスタンスである。同稿では近江商人の「陰徳善事」

の実践形こそが「三方よし」だととらえ、その思想は必ずしも近江商人に限ったものではないとして

いるのである。

【Reference Review 60-6 号の研究動向・全分野から】

統合報告導入の現状と課題

商学部准教授　譚　鵬

　二十一世紀における企業活動のグローバル化の進展により、企業はこれまで以上に広範な課題に取

り組むことが強く求められている。しかし、財務情報の価値関連性の低下は近年度々指摘されており、

財務情報の公開のみでは企業経営環境の変化に対応できなくなっている。そこで、財務報告を補足す

るため、企業報告の取り組みは企業の経済的パフォーマンスを表す従来の財務情報から社会・環境パ
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フォーマンスを表す非財務情報の開示へと大きく舵を切りつつある。

　ESGコミュニケーション・フォーラム（2014）の調査によれば、財務情報と非財務情報を統合して

情報を開示するいわゆる統合報告書を公表している日本企業は年々増加し、2014年の統合報告書発行

企業数は前年より約 5割増え、142社となった。今後統合報告書発行企業はさらに増える公算が大き

い。大槻（2015）によれば、この 142社のうち 9割近くの企業は東京証券取引所第一部に上場してい

る企業であり、規模の大きい企業ほど統合報告書発行に積極的に取り組んでいるという。阪（2015）

が世界の企業を対象に実施した統合報告書発行企業の現状と財務的特性の調査では、2011年から世界

中の企業の統合報告書の発行が急増していることがわかる。さらに、統合報告書発行企業は規模が大

きく収益性も有意に高いこと等が明らかにされている。

　今後の統合報告の推進に重要な役割を担っている国際統合報告評議会（IIRC）は、2013年に「国際

統合報告フレームワーク」（IRフレームワーク）を公表した。大槻（2015）によれば 2014年には日本

におけるかなり多くの統合報告書発行企業が IRフレームワークの影響を強く受けていたという。しか

し、IRフレームワークには具体的な重要業績指標（KPI）が示されていない。阪（2015）は統合報告

においては、サステナビリティの観点から各ステークホルダーとの価値のつながりを示す KPIが必要

であるとし、ステークホルダー・マネジメントを通じてサステナビリティを達成してきた世界の長寿

企業に焦点を当て、付加価値情報こそ有用な KPIであることを明らかにした。

　統合報告は、企業の財務・非財務情報の重要な部分と企業の戦略等とを結び付けた上で、短期・中

期・長期の企業価値を持続的にどのように創造するかを報告するものである（阪 2015、98頁）。しか

し、統合報告書＝ワンレポート＝「一冊にまとまった紙媒体の報告書」ではなく（古庄 2015、68頁）、

統合報告書は企業を理解しようとする全てのステークホルダーにとっての共通の入り口の役割を担う

ものなのである（阪 2015、98頁）。財務報告と非財務報告の統合のあり方は、財務諸表または CSR報

告書が統合されて、存在しなくなるという意味での発展的な解消を含意するものでもないし、また財

務情報と非財務情報を単に要約するものでもない。むしろ企業の持続可能な価値創造に係る簡潔なコ

ミュニケーションのために統合した報告書が、統合報告の上部構造として一つのフォーマットを新た

に形成するものと考えられる（古庄 2015、68頁）。ところが、統合報告書を発行した日本企業の 77％

は CSR報告書を発行していないことが大槻（2015）の調査からわかっている。つまり、非常に多くの

日本企業が統合報告書発行を機に、開示媒体を整理して統合報告書に一本化したのである。しかし、

統合報告だけでは他のステークホルダーにとっては重要なサステナビリティ情報が開示されないおそ

れがある。そこで、統合報告によって CSR報告書やサステナビリティ情報書が代替されてしまうと、

重要性の名の下に切り捨てられかねない CSR情報があると向山（2015）が警鐘を鳴らした。

　統合報告は日本企業における開示が始まったばかりであることから、今後、統合報告で開示されて

いる情報が、市場においてどのように評価され、そして将来の企業価値創造にどうつながっていくの

かを実証的に検証することが重要な課題である。
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